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パネル設置要請と先決的抗弁
阿 部 克 則
１．はじめに
先決的抗弁（preliminary objection）とは、国際裁判・仲裁において、本
案の決定を阻止することを目的として、当事国により提起される抗弁の
ことをいう（１）。国際司法裁判所（国際司法裁判所規則７９条）、国際海洋法裁
判所（国連海洋法条約２９４条）、ICSID仲裁裁判所（ICSID条約４１条）などにお
いて先決的抗弁に関する手続が採用されている。国内裁判所のような一
般的な裁判権が与えられていない国際裁判所においては、何らかの先決
的抗弁が提起されることが多いが、WTO紛争解決手続においてもそれ
は同様である。WTO紛争解決了解には、先決的抗弁に関する明文の規
定はないが、パネル・上級委員会は、被申立国が先決的抗弁を提起する
ことを認めている（２）。
ただし、WTO紛争解決手続の場合、WTO協定上の紛争に関しては
事実上の強制管轄権を持っているため、国際司法裁判所の管轄権に対す
論 説
 杉原高嶺『国際司法裁判制度』（有斐閣 １９９６年）２４３頁；Hugh Thirlway,
Preliminary Objections, in ８THE MAX PLANCK ENCYCLOPEDIA４０５,４０６（R
u¨diger Wolfrum et al. eds.,２０１２）.
 WTOにおいては、先決的抗弁はすみやかに提起しなければならないとさ
れるが、その重要性から、上訴を含むいかなる手続段階においても提起で
きるとされる。Appellate Body Report, European Communities - Defini-
tive Anti -Dumping Measures on Certain Iron or Steel Fasteners from
China, ¶５６１, WT／DS３９７／AB／R （Jul. １５, ２０１１）［hereinafter EC -
Fastener］.
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る抗弁のような先決的抗弁が提起されるわけではなく、ほとんどの先決
的抗弁は、パネル設置要請に関するものである。WTO紛争解決了解
（DSU）６．２条は、「（パネル設置）要請には、協議が行われたという事実の
有無及び問題となっている特定の措置を明示するとともに、申立ての法
的根拠についての簡潔な要約（問題を明確に提示するために十分なもの）を
付する」と規定しており、パネル設置要請に明示された措置と法的根拠
が「請求（claim）」を構成し、パネルの付託事項となる。被申立国が提
起する先決的抗弁の多くは、パネル設置要請がDSU６．２条の要件を満た
していない、あるいは、申立国がパネル手続の中で提示した請求が、パ
ネル設置要請で画定された付託事項に含まれていないというものであ
る。
このような抗弁が認められる理由として、上級委員会は、付託事項の
確定はデュープロセスの観点から重要であり（３）、正確なパネル設置要請
は、付託事項を明確化し、当事国と第三国に対して申立ての法的根拠を
知らしめるものであることを、指摘している（４）。すなわち、申立ての対
象となる特定の措置が明示されていない、又は、申立ての法的根拠が示
されていないようなパネル設置要請では、付託事項を確定できず、被申
立国及び第三国に対して紛争の性質を通知できないことが、先決的抗弁
を認めうる実質的根拠なのである。このようなパネル設置要請の不備に
関してパネルが先決的判断を行うことができるのは、紛争解決機関
（DSB）におけるパネル設置要請の採択がネガティブ・コンセンサスに
よってほぼ自動的に行われ、DSBによるパネル設置要請の詳細な検討は
なされないのが通例であるので、パネルにその役割が求められることに
なるからであろう（５）。DSUに明文の根拠は無いものの、準司法的機関と
 Appellate Body Report, Brazil - Measures Affecting Desiccated Coconut
Brazil -Desiccated Coconut, ¶２１, WT／DS２２／AB／R（Feb２１,１９９７）［here-
inafter Brazil -Coconut］.
 Appellate Body Report, European Communities - Regime for the Impor-
tation, Sale and Distribution of Bananas, ¶１４２, WTO／DS２７／AB／R（Sep９,
１９９７）［hereinafter EC -Banana］.
 Id.
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してのパネルには、ある事件における管轄の範囲（付託事項）を判断する
黙示的な権限（Kompetenz-Kompetenz）が慣行として認められてきたと言
える（６）。
こうした考え方に基づき、パネル設置要請に関する先決的抗弁は、す
でに一般化している。本稿執筆時点までに１４３の事件でパネル報告が発
出されているが、６１件でパネル設置要請に関する先決的抗弁が提起さ
れ、そのうち４２件では何らかの抗弁が認められた（７）。したがって、相当
数のケースで何らかの抗弁が認容されており、実務上の重要性は高い。
しかし、DSUやその他の手続規則には明文規定がなく、先決的判断に
関する手続が不明確なままにとどまっている。DSU附属書３にあるパ
ネルの標準的検討手続には、先決的抗弁に関する定めがなく、各々のパ
ネルが採用する検討手続の中に先決的抗弁に関する項目が含められてい
る。それらによれば、先決的判断の要請は第一意見書の提出以前に提起
されなければならず、申立国による反論は第一回会合の前に提出しなけ
ればならないことなどを定めているが、詳細な内容は決められていな
い（８）。また学説上も十分な検討がなされているとは言えないため（９）、本
稿は、パネル設置要請に対する先決的抗弁を中心に、パネル・上級委員
会の従来の判断を整理し、その問題点を明らかにすることを目的とす
る。なお本稿は、原パネルの設置要請を検討の対象とするため、履行パ
ネルの設置要請に関する問題は、射程外である。
 Petros C. Mavroidis, Article ６ DSU, in WTO: INSTITUTIONS AND DIS-
PUTE SETTLEMENT３３７,３４９（Rudiger Wolfrum et. al. eds.,２００６）.
 事件番号が異なっても、設置されたパネルが同一であれば、１つの事件
として数える。なお、先決的抗弁が提起されなかった事件で、パネルが職
権で先決的判断を行ったものが４件ある。
	 すべての事件のパネル検討手続が公開されているわけではないが、例え
ば以下のものはパネル報告に付属して公開されている。Working Proce-
dures for the Panel in United States - Subsidies on Upland Cotton, ¶１２,
WT／DS２６７／R／Add.３, Annex M―１; Working Procedures for the Panel in
United States - Measures Affecting the Cross -Border Supply of Gambling
and Betting Services, ¶１１, WT／DS２８５／R, Annex A;
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検討の順序としては、DSU６．２条がパネル設置要請の満たすべき要件
として定めている「特定の措置の明示」と「法的根拠についての簡潔な
要約」に関する先決的抗弁をそれぞれ分析し、さらに先決的抗弁の認容
に際して被申立国の「防御権の侵害」が必要か否かという論点について
考察することとする。なお、パネル設置要請自体の問題ではないが、協
議要請によって明示されていなかった措置又は法的根拠を、パネル設置
要請に含めた場合に関する先決的抗弁についても、最後に検討を加える。
２．特定の措置の明示
 特定の措置が明示されていないとの先決的抗弁
パネル設置要請の第一の要件は、「問題となっている特定の措置を明
示する」ことである（DSU６．２条）。明示の仕方としては、法令名などに
より形式的に明示する方法と、措置の性質を説明することにより実質的
に明示する方法と、両方が認められる（１０）。前者の明示方法としては、パ
ネル設置要請に、「問題となる措置は以下の通りである」としたうえで、
法令名をリストアップすることがよく行われる。他方、後者の明示方法

 管見の限り、この問題を明確に扱っている先行研究は、次の論文のみで
ある。Scott Little, Preliminary Objections to Panel Request and Terms of
Reference: Panel and Appellate Body Rulings on the First line of Defence
in WTO Dispute Settlement Proceedings,３５J. WORLD TRADE５１７（２００１）.
この論文は優れた内容であるが、執筆時点から１０年以上が経過しており、
本稿はその後の発展を踏まえた新たな分析を加えるものである。その他に、
DSU６．２条に関するコメンタリーとして、次のものがある。YANF GUOHUA,
ET.AL., WTO DISPUTE SETTLEMENT UNDERSTANDING: A DETAILED INTERPRE-
TATION５７―７２（２００５）; Mavroidis, supra note６.
 Panel Report, China - Measures Affecting Trading Rights and Distribu-
tion Services for Certain Publications and Audiovisual Entertainment
Products, ¶７.１７, WT／DS３６３／R （Aug. １２, ２００９）［hereinafter China -
Publications and Audiovisual Products］; Panel Report, United States -
Anti -Dumping Measures on Certain Shrimp from Viet Nam, ¶７.５０, WT／
DS４０４／R（Jul.１１,２００１）［hereinafter US -Shrimp（Viet Nam）］
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としては、例えば米国―継続ゼロイング事件のパネル設置要請のよう
に、「ゼロイングが用いられた多数のアンチダンピング税を継続的に賦
課すること」を措置として説明するというものがある（１１）。いずれの方法
をとるにせよ、問題となる措置が、十分な正確さをもって明示され、パ
ネルが何について判断を求められているのかがパネル設置要請から判る
ようになっていることが必要とされる（１２）。
この要件に関する先決的判断が行われ、措置が明示されていないと認
定されたケースは、これまでに２６件ある（１３）。これらのケースにおいて、
 Request for the Establishment of a Panel by the European Communi-
ties, WT／DS３５０／６, at３.
 Appellate Body Report, United States - Continued Existence and Appli-
cation of Zeroing Methodology, ¶１６８, WT／DS３５０／AB／R（Feb.４,２００９）
［hereinafter US -Continued Zeroing］.
 このうち、被申立国からの抗弁が提起されたケースは以下の通りである。
Australia - Measures Affecting Importation of Salmon, DS１８; Japan -
Measures Affecting Consumer Photographic Film and Paper, DS４４; Gua-
temala - Anti -Dumping Investigation Regarding Portland Cement from
Mexico, DS６０; European Communities -Customs Classification of Certain
Computer Equipment, DS６２,６７, 6８ Indonesia - Certain Measures Affect-
ing the Automobile Industry, DS５４, ５５, ５９, ６４; United States - Import
Measures on Certain Products from the European Communities, DS１６５;
United States - Safeguard Measures on Imports of Fresh, Chilled or Fro-
zen Lamb Meat from New Zealand and Australia , DS１７７, １７８; United
States - Anti -Dumping Measures on Certain Hot -Rolled Steel Products
from Japan, DS１８４; United States - Countervailing Duties on Certain
Corrosion -Resistant Carbon Steel Flat Products from Germany, DS２１３;
United States - Subsidies on Upland Cotton, DS２６７; European
Communities -Customs Classification of Frozen Boneless Chicken Cuts, DS
２６９,２８６; Canada - Measures Relating to Exports of Wheat and Treatment
of Imported Grain, DS２７６; United States - Measures Affecting the Cross -
Border Supply of Gambling and Betting Services, DS２８５; Dominican Re-
public - Measures Affecting the Importation and Internal Sale of Ciga-
rettes, DS３０２; European Communities and Certain Member States - Meas-
ures Affecting Trade in Large Civil Aircraft , DS３１６; US -Continued Zero-
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パネル又は上級委員会が問題となっている措置が明示されていないとの
判断を行った理由は様々であるが、そもそもパネル設置要請に、ある措
置について何らの記載も無いとの単純な理由で請求が却下されたケース
も少なくない。例えば、米国―熱延鋼板事件では、米国が慣行（general
practice）として“adverse facts available”を用いていることを、日本がパ
ネル手続の中でAD協定違反だと主張したことに関し、パネルは、“gen-
eral practice”という用語はパネル設置要請に記載されておらず、その
他に適切な記述もないので、付託事項外だと判断した（１４）。また、米国―
原産国ラベリング制度事件では、メキシコがTBT協定違反だと請求し
た措置のうち、パネル設置要請時にすでに成立していたにもかかわらず
パネル設置要請に記載が無かった措置（２００９Final Rule（FSIS））について
は、付託事項に含まれないとパネルは結論した（１５）。
このように、パネル設置要請に問題となる措置の内容が記載されてい
ing, supra note １２; China -Publication and Audiovisual Products, supra
note １０; Australia - Measures Affecting the Importation of Apples from
New Zealand, DS３６７; European Communities and Its Member States -
Tariff Treatment of Certain Information Technology Products, DS３７５,
３７６,３７７; United States - Certain Country of Origin Labelling（COOL）Re-
quirements, DS３８４,３８６; China - Measures Related to the Exportation of
Various Raw Materials , DS３９４, ３９５, ３９８; US -Shrimp（Viet Nam）, supra
note １０. また、パネル又は上級委員会が職権で判断をしたケースは以下の
通りである。Argentina -Definitive Antidumping Duties on Poultry from
Brazil , D２４１; United States - Sunset Review of Antidumping Duties on
Corrosion-Resistant Carbon Steel Flat Products from Japan, DS２４４; United
States - Anti -Dumping Measures on Oil Country Tubular Goods（OCTG）
from Mexico, DS２８２; European Communities and Certain Member States -
Measures Affecting Trade in Large Civil Aircraft , DS３１６; United States -
Measures Affecting Trade in Large Civil Aircraft , DS３５３; China - Meas-
ures Affecting the Protection and Enforcement of Intellectual Property
Rights, DS３６２.
 Panel Report, United States - Anti -Dumping Measures on Certain Hot -
Rolled Steel Products from Japan, ¶¶７.１８―２２, WT／DS１８４／R（Feb ２８,
２００１）.
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ることが重要であるが、これはその措置の存在を立証することまでを要
求するものではない。米国―継続ゼロイング事件では、パネルは、問題
となっている措置の存在と詳細な内容をパネル設置要請は立証しなけれ
ばならないとしたが（１６）、上級委員会は、これを取消し、パネル設置要請
には措置の性質と問題の要点が示されていれば足りるとした（１７）。上級委
員会によれば、この事件で問題となったような明文化されていない措置
（unwritten norms）に関しては、その存在自体をパネル手続の中で証拠に
よって立証することが申立国には求められるが、それはパネル設置要請
時に要求されるものではなく、申立国が問題としたい措置の性質が判る
程度の内容を以て、措置を明示すれば良い（１８）。この点は、請求が認容で
 Panel Reports, United States - Certain Country of Origin Labelling
（COOL）Requirements, ¶¶７.１８―２０, WT／DS／３８４,３８６／R,（Nov.１８,２０１１）.
この他に、問題となった措置がパネル設置要請に記載されていないとの単
純な理由で付託事項外だとの判断がなされたケースは以下の通りである。
Panel Report, United States - Safeguard Measures on Imports of Fresh,
Chilled or Frozen Lamb Meat from New Zealand and Australia , ¶¶５.５４―
５８, WT／DS１７７,１７８／R（Dec２１,２０００）; Panel Reports, Canada - Measures
Relating to Exports of Wheat and Treatment of Imported Grain, ¶¶１８―
２８, WT／DS２７６／R（Apr.６,２００４）［hereinafter Canada -Wheat］; Panel Re-
port, United States - Measures Affecting the Cross -Border Supply of
Gambling and Betting Services, ¶¶６.２１１―１４, WT／DS２８５／R（Nov.１０,２０４）;
Panel Report, Dominican Republic - Measures Affecting the Importation
and Internal Sale of Cigarettes, ¶¶７.３０７―３０８, WT／DS３０２／R（Nov. ２６,
２００４）; Appellate Body Report, European Communities and Certain Mem-
ber States - Measures Affecting Trade in Large Civil Aircraft , ¶¶７９０―９５
WT／DS３１６／AB／R（May１８,２０１１）; Panel Report, China -Publications and
Audiovisual Products, supra note１０, ¶¶７.５５―６０; Panel Report, Australia -
Measures Affecting the Importation of Apples from New Zealand, ¶¶７―９,
WT／DS３６７／R（Aug.９,２０１０）.
 Panel Report, US -Continued Zeroing, supra note１２, ¶¶７.４２―６１.
 Appellate Body Report, US -Continued Zeroing, supra note１２, ¶¶１６７―
７２.
 Id. ¶１６９.
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きるかという実体的な問題と、請求がそもそも付託事項に含まれるかど
うかという手続的な問題とを、上級委員会が区別したものと理解できる。
 明示された措置と関連する措置
上述のような比較的単純なケースの他に、問題となる措置がパネル設
置要請に明示はされていないものの、明示されている措置と関連性があ
る場合、当該措置が付託事項に含まれるかどうかが争われたケースがあ
る。日本―フィルム事件では、申立国である米国がパネル手続の中で提
起した８つの措置について、パネル設置要請に明示されておらず、付託
事項外であるとの抗弁を日本が行った。この点につきパネルは、パネル
設置要請に明示的に記載されていない措置は、それがパネル設置要請に
明示的に記載されている措置と「明確な関係（clear relationship）」があ
る場合にのみ、DSU６．２条にいう明示された措置に含まれると判示し
た（１９）。この基準に照らし、８つの措置のうち３つは、付託事項に含まれ
るが、その他の５つの措置は付託事項外であるとされた（２０）。パネルによ
れば、景品類に関する公正取引委員会告示は、パネル設置要請に記載さ
れていないが、パネル設置要請に記載されている景品表示法と密接な関
係がある下位の法令（subsidiary）であるので、付託事項内である（２１）。逆
に、同じ公正取引委員会告示であっても、パネル設置要請に記載されて
いなかった国際的契約に関するものは付託事項外とされた。当該告示
は、パネル設置要請に記載されていた独占禁止法を根拠とするものでは
あるが、独占禁止法は派遣労働者に関する措置としてパネル設置要請に
おいて言及されたのであって、国際的契約の問題とは無関係に明示され
たものだとパネルは判断した。パネルによれば、独占禁止法をパネル設
置要請に記載するだけでは、同法のもとで日本がとる措置をすべて付託
事項に含むことはできないという（２２）。このように、上位法と下位法とい
 Panel Report, Japan - Measures Affecting Consumer Photographic Film
and Paper, ¶１０.８, WT／DS４４／R（Mar.３１,１９９８）.
 Id. ¶¶１０.１２―１９.
 Id. ¶１０.１３.
 Id. ¶１０.１６.
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う関係がある場合、上位法がパネル設置要請に記載されていれば、下位
法も付託事項に含まれると認められる可能性はあるが、上位法が一般性
を持つ場合には、あらゆる下位法が付託事項に含まれるわけではなく、
上位法がパネル設置要請に記載された文脈によって判断がわかれること
になるといえよう。
日本―フィルム事件のパネルが示した「明確な関係」という基準は、
後のパネルにも引き継がれている。例えば、米国―ドイツ産鉄鋼事件で
は、パネル設置要請に記載されていなかった２つの措置、すなわち、
expedited sunset reviewに関する手続ついて、パネル設置要請に明示
された措置の下位に属するもの（subsidiary）ないしは密接に関係するも
の（closely related）ではないため、付託事項に含まれないとパネルは判断
した（２３）。また、米国―ベトナム産エビに対するアンチダンピング措置事
件では、ベトナムがパネル設置要請に記載していなかった「ゼロイング
の継続的な適用（continued use of challenged practices）」が付託事項に含
まれるかどうかが問題となったが、パネルは、個別のアンチダンピング
調査決定が常に将来にわたった慣行の継続までも含むものとは言えない
とし、「ゼロイングの継続的な適用」は付託事項外だとした（２４）。
このように、「明確な関係」基準は、かなり厳しい基準であると考え
られる。これに関連して、中国―原材料輸出規制事件のパネルは、申立
国が各種法令を「問題となる措置」としてパネル設置要請に列挙した後
に、「関連する措置（related measures）」も付託事項に含まれると記載し
ていた点について、単に「関連する措置」とだけ記載するパネル設置要
請は、あまりに広い措置を付託事項に含めることができてしまうので、
「関連する措置」という文言がないものとしてパネル設置要請を解釈す
るとした（２５）。他方で、本件パネルは、同じくパネル設置要請に含まれて
いた「実施措置（implementing measures）」という文言に関して、パネル
設置要請に明示された措置を実施するための措置を指すものと理解する
 Panel Report, United States - Countervailing Duties on Certain
Corrosion -Resistant Carbon Steel Flat Products from Germany, ¶¶８.１０―
１２, WT／DS２１３／R（Jul.３,２００２）［hereinafter US - German Steel CVDs］.
 US -Shrimp（Vietnam）, supra note１０, ¶７.６７―６８.
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としたので（２６）、日本―フィルム事件のパネルと同様に、上位法の下で制
定される下位法は付託事項に含まれるとの考え方を示したと言えよう。
 パネル設置要請後に成立した法令などの措置
上記で検討した措置の関連性は、基本的には、パネル設置要請時に
共に存在する複数の措置の間のものであった。つまり、パネル設置要請
時にすでに成立していたにもかかわらずパネル設置要請に記載されてい
なかった法令等が、パネル設置要請に明示された措置と明確な関係があ
るかどうかが問題とされた場合である。これと関連するがやや異なる問
題として、パネル設置要請時には未だ存在していなかった措置で、パネ
ル設置要請に記載された措置と関連性を持つものが、付託事項に含まれ
るかどうかが争われたケースがある。
例えばアルゼンチン―履物セーフガード事件のパネルは、パネル設置
要請後に行われたアルゼンチンによるセーフガード措置の修正が、パネ
ル設置要請に記載されていなくとも付託事項に含まれるとした。同パネ
ルによれば、パネル設置要請に明示された元のセーフガード措置とそれ
に対する修正措置とは、基本法とその実施措置との関係に類似すると
し、全く新しい別の措置ではないので、修正措置を付託事項に含めたと
しても、それは付託事項の拡大には当たらない（２７）。むしろ、修正措置が
付託事項に含まれないとすると、いわゆるムービング・ターゲットの抜
け道を許してしまうことになるとパネルは指摘した（２８）。同様な考え方
は、チリ―農業産品（価格拘束制度）事件において上級委員会によっても
 First Phase of Preliminary Ruling, China - Measures Related to the Ex-
portation of Various Raw Materials , WT／DS３９４,３９５,３９８／R, Annex F―１,
¶¶１６―１８. また、“among others”との表現も、「問題となる措置」の“open
ended list”を許すことになってしまうので、この表現を使うことでパネル
設置要請に記載されていない措置を請求対象に含めることはできないと、
パネルは判断した。Id. ¶¶１０―１３.
 Id. ¶１９.
 Panel Report, Argentina - Safeguard Measures on Imports of Footwear,
¶¶８.３７,８.４５, WT／DS１２１／R（Jun.２５,１９９９）.
 Id. ¶８.４１.
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示された。上級委員会は、パネル設置後にチリの価格拘束制度に加えら
れた修正措置は、同制度の本質を変えないので、付託事項に含まれると
した（２９）。加えて上級委員会は、ムービング・ターゲットの問題に触れ
て、修正された措置について検討を加えることが、DSU３．７条が要求す
る「紛争に関する明確な解決を確保すること（to secure a positive solution
to the dispute）」につながるとも指摘した。
このように、パネル設置要請後に成立した法令等については、それが
パネル設置要請に明示された措置の本質を変えない場合には、付託事項
に含まれるとされているが、それに加えて、パネル設置要請の書きぶり
が修正措置を含むようなものである必要があるかについては、従来のパ
ネル・上級委員会の判断は必ずしも一致していない。チリ―農業産品
（価格拘束制度）事件において上級委員会は、アルゼンチンのパネル設置
要請が、価格拘束制度を構成するものとして「規則、補則及び／又は修
正」も含むと記載していたことを、１つの判断根拠として挙げており（３０）、
EC―IT製品事件のパネルも、パネル設置要請が修正措置を含むように
記載されていたかどうかを検討して、「いかなる修正又は拡張、及び関
連又は実施措置」との文言がパネル設置要請に存在していたことを重視
している（３１）。他方でEC―ファスナー事件のパネルは、中国のパネル設
置要請に「修正措置も含む」というような文言が存在しないにもかかわ
らず、パネル設置後に成立したEC規則を付託事項内だとした。パネル
によれば、本件で問題となるパネル設置後のEC規則は、元のEC規則と
内容が実質的に同一のものであるので、パネル設置要請に「修正措置を
含む」との文言が入っているかどうかは問題にならないという（３２）。以上
 Appellate Body Report, Chile - Price Band System and Safeguard Meas-
ures Relating to Certain Agricultural Products, ¶¶１３６―３９,１４３, WT／DS
２０７／AB／R（Sep.２３,２００２）.
 Id. ¶１３５.
 European Communities and Its Member States - Tariff Treatment of
Certain Information Technology Products, ¶¶７.１３９―４１, WT／DS３７５, ３７６,
３７７／R（Aug.１６,２０１０）［hereinafter EC -IT Products］.
! Panel Report, EC -Fasteners, supra note２, ¶¶７.３６―３８.
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のパネル・上級委員会の判断を整理すれば、パネル設置要請に、パネル
設置後の措置が含まれるような文言が存在するかどうかは原則として考
慮されるが、元の措置とパネル設置後の措置との同一性が高い場合に
は、例外的にパネル設置要請に「修正措置を含む」というような文言が
なくとも構わないということになろう。
 法令が複数の側面を持つ場合
次に、パネル設置要請に記載された法令が複数の側面を持つ場合に、
どの側面について申立国が問題とするのかまでパネル設置要請において
明確にしなければならないかという問題も存在する。EC―地理的表示
事件のパネルは、パネル設置要請に記載されたEC規則（Regulation２０８１／
９２）のどの側面について申立国が問題としようとしているのか、パネル
設置要請からは不明確だとの先決的抗弁をECが提起したのに対して、
DSU６．２条は特定の「措置」を明示することを要求しているのであって、
措置の「特定の側面」まで明示することは求めていないと判断した（３３）。
たしかに、DSU６．２条の文言からすれば、「問題となっている特定の措
置」をパネル設置要請において明確にすれば足りると言えよう。もしそ
れ以上の説明が必要な場合があるとすれば、それは同じくDSU６．２条に
いう「問題を明確に提示するために十分」かどうかという法的根拠との
関係に依存すると考えられる。
他方で、パネル設置要請において、ある法令の特定の部分がWTO協
定に違反すると請求したものの、パネル手続の中では同じ法令の他の部
分も協定違反であると請求する場合には、やや問題が異なる（EC―地理
的表示事件は、このようなケースではない）。米国―表面処理鋼板事件で
は、申立国である日本は、サンセット・レビューの開始に関する米国法
令を列挙し、サンセット・レビューを当局が職権開始する証拠基準が補
助金協定１１．３条に違反するとパネル設置要請に明示したが、パネル手続
" Preliminary Ruling ¶¶１０―１１, reproduced in Panel Reports, European
Communities - Protection of Trademarks and Geographical Indications for
Agricultural Products and Foodstuffs , ¶７.２, WT／DS２９０／R（Mar.１５,２００５）
［hereinafter EC -GIs］.
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の中で、これらの法令が調査当局に、サンセット・レビューの職権開始
に関する裁量を与えていないので、同じく補助金協定１１．３条に反すると
も申立てた。これに対してパネルは、この２つは異なる請求であり、後
者はパネル設置要請に明示されていないので、付託事項外であると判断
した（３４）。また中国―出版物及びオーディオビジュアル製品事件では、出
版物の流通に関する外資系企業への差別について、パネル設置要請は資
本登録と運営条件に関する差別的要件だけに言及し、その他の差別的要
件には触れていなかったが、申立国である米国は、パネル手続の中でそ
の他の差別的要件に関しても請求を提起した。これに対してパネルは、
これらの差別的要件は、いずれも、パネル設置要請に列挙された法令の
一部ではあるが、付託事項に入るのはパネル設置要請で明示された資本
登録と運営条件に関する差別的要件だけだと判断した（３５）。すなわち、同
じ法令の中でも、ある部分は付託事項内だが、他の部分は付託事項外だ
とされたのである。このように、申立国は「措置の側面」までパネル設
置要請の中で明示することを必ずしも要求されないが、パネル設置要請
の段階で法令の一部について請求を提起することを選択した場合には、
同じ法令であっても他の側面に関する請求をパネル手続の中で行うこと
はできないといえよう。
 産品の特定
DSU６．２条は、特定の措置の明示を要件としているが、措置の対象と
なる産品の特定が必要か否かについては、何も規定していない。この点
に関しEC―コンピューター製品事件で上級委員会は、問題となるWTO
# Panel Report, United States - Sunset Review of Anti -Dumping Duties
on Corrosion -Resistant Carbon Steel Flat Products from Japan, ¶¶７.４６―
５３, WT／DS２４４／R（Aug１４,２００３）. パネルは、この問題はパネル設置要請が
法的根拠を明示したか否かだとしているが、補助金協定１１．３条はパネル設
置要請に記載されており、措置の側面まで明記する必要性に関する問題と
とらえるべきであろう。Id. ¶７.４８.
$ China -Publications and Audiovisual Products, supra note１０, ¶¶７.９９―７.
１０４.
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協定上の義務によっては、特定の措置を明示するために、対象産品の特
定が必要になる場合があるとし、本件のパネル設置要請において用いら
れていたLAN製品とマルチメディア・コンピューターという用語は、
一般的な用語ではあるが措置の特定にとっては十分に詳細であるため、
米国のパネル設置要請はDSU６．２条の要件を満たすと結論した（３６）。本件
では個別の関税分類が紛争の主題となったため、どの産品に関する分類
を問題とするのかをパネル設置要請において示すことによって、特定の
措置の明示が可能になったケースであった。他方、EC―冷凍鶏肉事件
で上級委員会は、DSU６．２条が要求するのはあくまで「措置」の特定で
あり、「産品」の特定はその結果でしかないとの考え方を示した（３７）。上
級委員会によれば、EC―コンピューター製品事件では税関当局による
個別の関税分類が問題になったのに対し、EC―冷凍鶏肉事件では一般
的に適用可能な法令が問題となっているという違いがあるという３８）。同
様の問題は、EC―IT製品事件でも生じ、パネルはEC―冷凍鶏肉事件の
上級委員会の判示を引用しつつ、本件で問題になっている措置も一般的
に適用可能な法令であり、申立国のパネル設置要請は当該法令の一部の
側面に焦点を当てているため、結果として産品を特定しているとの考え
方を示した（３９）。
これらの一連の判断から言えることは、「産品の特定」は「特定の措
置の明示」と独立した要件ではなく、「特定の措置の明示」に必要な場
合にのみ、「産品の特定」が問題になるということであろう。そのため、
例えば中国―原材料輸出規制事件では、申立国が問題とする中国の輸出
割当と輸出税措置の内容を明確化するために、対象産品の特定が必要と
% Appellate Body Report, European Communities - Customs Classification
Of Certain Computer Equipment, ¶¶６７―７３, WT／DS６２,６７,６８／AB／R（Jun.
５,１９９８）［hereinafter EC -Computer Equipment］.
& Appellate Body Report, European Communities - Customs Classification
of Frozen Boneless Chicken Cuts, ¶１６５, WT／DS２６９,２８６／AB／R（Sep.１２,
２００５）.
' Id. ¶¶１６６―６７.
( Id. ¶７.１９７.
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なり、本件のパネル設置要請はその観点から産品を十分に特定している
とされた（４０）。他方、米国―FSC事件では、パネル設置要請はFSC補助金
の農業協定整合性に関し、対象産品について何ら言及していなかった
が、これはすべての農産品に関して請求する趣旨だと解され、特定の措
置は明示されていると判示された（４１）。したがって、パネル設置要請にお
いて産品の特定が必要か否かは、ケースバイケースで判断されることに
なろう。
 AD協定１７．４条
AD協定には、紛争解決に関する特別規則があるが、その１７．４条が付
託事項に関わる。同条項は次のような規定である：
協議を要請した加盟国が１７．３の規定に基づく協議において合意によ
る解決が得られなかったとし、かつ、輸入加盟国の行政当局が最終
的な措置として確定的なダンピング防止税を課し又は価格に関する
約束を認めた場合には、当該協議を要請した加盟国は、問題を紛争
解決機関に付託することができる。協議を要請した加盟国は、ま
た、暫定措置が著しい影響を及ぼしている場合において、当該暫定
措置が７．１の規定に反してとられたとするときは、問題を同機関に
付託することができる。
この規定は、輸入加盟国の行政当局が確定的なダンピング防止税を課
した場合価格に関する約束を認めた場合暫定措置がとられた場合
に、紛争をDSBに付託できると定めている。この規定の趣旨は、確定
AD課税などがとられる前に、AD調査のあらゆる段階でWTOへの申立
てが可能になってしまうと、AD調査を不当に妨害することになるた
め、そのような事態を避けることにあるとされる（４２）。
よって、同条項はパネル設置要請について直接に定めるわけではない
) Second Phase of Preliminary Ruling, China - Measures Related to the
Exportation of Various Raw Materials , ¶¶１０―２９, WT／DS３９４,３９５,３９８／R,
Annex F―２.
* Panel Report, United States - Tax Treatment For“Foreign Sales Cor-
porations”, ¶¶７.２８―３２, WT／DS１０８／R（Oct.８,１９９９）.
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が、グアテマラ―セメント事件で上級委員会は、AD協定１７．４条と
DSU６．２条とはあわせて読むものであり、AD協定１７．４条にいう「確定
的なダンピング防止税」「価格に関する約束」「暫定措置」のうち少なく
とも一つの措置をパネル設置要請に明示しなくてはならないのであっ
て、本件のパネル設置要請は、いずれの措置も明示していないので、
DSU６．２条の要件を満たしていないと判断した（４３）。この解釈は、AD協
定１７．４条の趣旨からすれば妥当であろう。もし３つの措置のいずれも明
示せずにパネル設置要請ができてしまうとすれば、AD調査の途中段階
で申立てをすることもありうるからである。
ただしこのことは、AD調査の様々な側面について請求することを妨
げるものではない。EC―ファスナー事件においては、申立国である中
国が具体的に問題とした調査開始通知（Notice of Initiation）がパネル設置
要請に特定の措置として明示されていなかったため、ECが当該通知に
関する請求は付託事項外だとの抗弁を提起した。この点に関しパネル
は、グアテマラ―セメント事件での上級委員会の判示を引用しつつ、
AD協定１７．４条はパネル設置要請において上述の３つの措置のいずれか
を明示しなければならないと解釈されるが、そのことは問題となるAD
調査のいかなる側面に関しても請求を提起できるという申立国の権利を
制限するものではなく、確定AD税に関する紛争においては、AD調査
の開始から課税に至るあらゆる点でのAD協定違反について申立てがで
きるとした（４４）。また、メキシコ―HFCS事件においては、パネル設置要
請には確定措置だけが明示されていたところ、暫定措置のAD協定７．４
条違反に関する請求が付託事項内であるか否かが争われたが、両者は関
係しているので付託事項内であるとパネルは判断した（４５）。AD協定１７．４
条の文言からは、暫定措置が７．１条に違反するという請求しか提起でき
ないかのようにも読めるが、確定措置との関連性を根拠に、暫定措置の
+ Amy S. Dwyer, Article １７ ADA, WTO: TRADE REMEDIES２１６,２２９（Ru¨-
diger Wolfrum et al. eds.,２００８）.
, Panel Report, Guatemala - Anti -Dumping Investigation Regarding Port-
land Cement from Mexico, ¶¶６５―６６,８０―８９, WT／DS６０／R（Jun.１９,１９９８）.
- Panel Report, EC -Fastener, supra note２, ¶¶７.１６２―６７.
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期間についても請求を提起できるのである。
このように、AD協定に関する申立てにおいては、特定の措置の明示
の仕方が非常に形式的になっているが、そのことは申立のタイミングに
関する制約から必要とされているのであり、請求内容を限界づけるもの
ではない。したがって、AD協定上の紛争に関しては、パネル設置要請
における特定の措置の明示の仕方が、他の協定上の紛争の場合と異なる
ことになるが、この違いは実質的には大きな意味は無いと考えられ
る（４６）。ただし、確定措置、価格約束、又は暫定措置のいずれかを明記し
さえすれば、DSU６．２条の要件を必ず満たすとは言えないことには注意
が必要であろう。例えば、アルゼンチン―ブラジル産家禽事件では、確
定AD課税が「措置」として明示されていたが、一部の輸出者に質問状
を送付していなかったことがAD協定６．２条に違反することをパネル設
置要請に記載していなかったことから、この事実に関する請求は付託事
項外だとパネルは判断した（４７）。つまりAD課税あるいは調査手続のどの
側面がAD協定に違反するのかを、明示しなければならないので、AD
協定に関する申立てにおいてDSU６．２条の要件が実質的に緩和されるこ
とにはならない。
３．法的根拠の明示
 パネル設置要請に法的根拠が明示されていないとの抗弁
パネル設置要請の第二の要件は、「申立ての法的根拠についての簡潔
な要約」を付することである。この要件に関する先決的抗弁が認められ
. Panel Report, Mexico - Anti -Dumping Investigation of High Fructose
Corn Syrup（HFCS） from the United States Mexico -HFCS, ¶¶７.５１―４３,
WT／DS１３２／R（Jan.２８,２０００）［hereinafter Mexico -HFSC］.
/ リトルも、グアテマラ―セメント事件での上級委員会の結論には問題
があるとしつつ、実務上のインパクトは小さいとする。Little, supra note
９, at５５１.
0 Panel Report, Argentina - Definitive Anti -Dumping Duties on Poultry
from Brazil , ¶７.１５７, WT／DS２４１／R（Apr.２２,２００３）.
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たケース、あるいは職権による先決的判断で一部の請求が付託事項だと
されたケースは、合わせて２１件に上る（４８）。この中には、パネル設置要請
において、ある請求に関する法的根拠が明らかに記載されていないとい
う単純なケースもある。例えば、ブラジル―ココナッツ事件では、申立
国であるフィリピンが、被申立国であるブラジルに対してGATT２３条１
項に基づく協議を要請したにもかかわらず、ブラジルが拒否したことを
DSU４条違反だと、パネル手続の中で請求した。しかしフィリピンの
パネル設置要請には、ブラジルが協議を拒否したとの記述はあったが、
それがDSU４条違反だとの記載は無かった。そのためパネルは、当該
1 Australia - Measures Affecting Importation of Salmon, DS１８; Brazil -
Coconut, supra note ３; EC -Banana, supra note ４; India - Patent Protec-
tion for Pharmaceutical and Agricultural Chemical Products （Complaint
by U.S.）, DS５０; Thailand - Anti -Dumping Duties on Angles, Shapes and
Sections of Iron or Non -Alloy Steel and Ｈ-Beams from Poland, DS１２２;
European Communities - Anti -Dumping Duties on Imports Of Cotton -
Type Bed Linen from India, DS１４１; United States - Definitive Safeguard
Measures on Imports of Circular Welded Carbon Quality Line Pipe from
Korea, DS２０２; Egypt - Definitive Anti -Dumping Measures on Steel Rebar
from Turkey, DS２１１; U.S. - German Steel CVDs, supra note２３; European
Communities - Anti -Dumping Duties on Malleable Cast Iron Tube or Pipe
Fittings from Brazil , DS２１９; Canada - Export Credits and Loan Guaran-
tees for Regional Aircraft , DS２２２; United States - Final Dumping Determi-
nation on Softwood Lumber from Canada, DS２６４; European Communi-
ties - Protection of Trademarks and Geographical Indications for Agricul-
tural Products and Foodstuffs , DS２９０; Korea - Anti -Dumping Duties on
Imports of Certain Paper from Indonesia, DS３１２; European Communities -
Selected Customs Matters, DS３１５; Japan - Countervailing Duties on Dy-
namic Random Access Memories from Korea, DS３３６; China - Measures
Affecting the Protection and Enforcement of Intellectual Property Rights,
DS３６２; Thailand - Customs and Fiscal Measures on Cigarettes from the
Philippines, DS３７１; United States - Definitive Anti -Dumping and Counter-
vailing Duties on Certain Products from China, DS３７９; China - Measures
Related to the Exportation of Various Raw Materials , DS３９４, ３９５, ３９８;
EC -Fasteners, supra note２; US -Shrimp（Viet Nam）, supra note１０.
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請求は付託事項外だと判断した（４９）。また豪州―鮭事件では、申立国であ
るカナダは、豪州の措置はSPS協定に違反するとの違反申立てだけでな
く、非違反申立てもパネル手続の中で行った。これに対して豪州は、カ
ナダのパネル設置要請が、豪州の措置はカナダの利益を無効化又は侵害
したと述べてはいるものの、その法的根拠であるGATT２３条１項が明
記されていないので、非違反申立ては付託事項外だと抗弁を提起した。
パネルは、違反申立てに関連してGATT２３条はパネル設置要請に記載さ
れているものの、非違反申立てに関しては何ら法的根拠が示されていな
いとして、豪州の抗弁を認容した（５０）。この他、EC―ベッドリネン事
件（５１）、カナダ―航空機事件（５２）、及び米国―エビ（ベトナム）事件（５３）にお
いても、同様な抗弁が認められた。
上述の例とやや異なり、EC―バナナ事件では、パネル設置要請にお
いて請求の法的根拠が示されていないわけではないが、単に「農業協定」
と記載され、協定のどの条文に違反するかが明示されていないことが問
題となった。この点につきパネルは、単に協定名を挙げるだけでは不明
確すぎるとして、先決的抗弁を認めた（５４）。さらに同パネルは、申立国が
TRIMS協定５条違反の請求を第一意見書において初めて行ったことに
つき、パネル設置要請にはTRIMS協定の２条だけが明示されていたこ
とを理由として、付託事項外であるとした（５５）。パネルによれば、特定の
2 Panel Report, Brazil - Coconut, supra note３, ¶¶２８７―９０.
3 Panel Report, Australia - Measures Affecting Importation of Salmon, ¶
¶８．２６―２８, WT／DS１８／R（Feb.１８,２０００）.
4 Panel Report, European Communities - Anti -Dumping Duties on Im-
ports Of Cotton -Type Bed Linen from India, ¶６.１７, WT／DS１４１／R（Oct.
３０,２０００）［hereinafter EC -Bed Linen］. パネルは、協議要請でAD６条に言
及しながらパネル設置要請では同条を記載しなかったことは、同条に関す
る請求を提起しないことを示唆するものとした。
5 Panel Report, Canada - Export Credits and Loan Guarantees for Re-
gional Aircraft , ¶¶７.４５―４９, WT／DS２２２／R（Jan. ２８, ２００２）［hereinafter
Canada -Aircraft（II）］.
6 Panel Report, U.S. - Shrimp（Viet Nam）, supra note１０, ¶７.２３０.
7 Panel Report, EC -Banana, supra note４, ¶¶７.３０―３１,７.４６.
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協定の、特定の条文（a specific article）が示されていれば、DSU６．２条が
要求する最低限の基準は満たすことになる（５６）。この結論は、上級委員会
も支持し、申立国はパネル設置要請の中で、詳細な主張を展開する必要
はないとした。上級委員会は、パネル設置要請で示すべき「請求
（claim）」と、第一意見書以降に展開すべき「主張（argument）」との違
いは重要であり、DSU６．２条の趣旨目的からすれば、「請求」が明確に
なれば十分であるとの基準を示したのである（５７）。この「請求」と「主張」
の区別は、その後、パネルと上級委員会によっても確認されている（５８）。
またTRIPS協定が遵守すべきと規定しているパリ条約とベルヌ条約の
違反を申立てる場合には、TRIPS協定の条文だけでなく、パリ条約とベ
ルヌ条約の条文もパネル設置要請に明記しなければならないとされてい
る。例えばEC―地理的表示（豪州申立て）事件では、パネル設置要請にお
いてTRIPS協定２条に基づき、パリ条約の６条と１０条は明記していた
が、４条には何ら言及が無かったため、パリ条約４条に関する請求は付
託事項外とされた（５９）。同様に中国―知的財産権事件では、パネル設置要
請においてTRIPS協定９条１項に基づき、ベルヌ条約５条は記載されて
いたが、２条は明記されていなかったので、同条に関する請求は付託事
項外だとパネルは判断した（６０）。TRIPS協定が遵守を義務づけているパリ
条約とベルヌ条約の規定は多岐にわたるため、TRIPS協定２条又は９条
１項をパネル設置要請に記載するだけでは請求の法的根拠が不明確であ
るため、パネルの判断は妥当であろう。
なおインド―特許事件では、米国のパネル設置要請にTRIPS協定６３条
8 Id. ¶¶７.３１,７.４６.
9 Id. ¶７.２９.
: Appellate Body Report, EC -Banana, supra note４, ¶¶１４１―４２.
; E.g., Appellate Body Report, India - Patent Protection for Pharmaceuti-
cal and Agricultural Chemical Products（Complaint by U.S.）, ¶８８, WT／
DS５０／AB／R（Dec.１９,１９９７）［hereinafter India -Patents（US）］.
< Panel Reports, EC -GIs, supra note３３, ¶¶７.３７―４３.
= Panel Report, China - Measures Affecting the Protection and Enforce-
ment of Intellectual Property Rights, ¶¶７.３―９, ７.１５, WT／DS３６２／R（Jan.
２６,２００９）.
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が記載されていなかったため、同条に関する請求が付託事項に入るか否
かが争われた。パネルは、第一回会合の前までに提起された請求であれ
ば検討することにつき両当事国が同意したため、６３条に関する請求も付
託事項に含まれるとしたが（６１）、上級委員会はこの認定を取消した（６２）。上
級委員会によれば、付託事項はパネル設置の時点で決まるものであり、
これを変更する裁量はパネルには与えられていない（６３）。このように、仮
に紛争当事国の合意があったとしても、パネル設置要請によって一度決
まった付託事項は、変更できないというのが上級委員会の立場である。
これに関連して興味深いのは、カナダ―小麦事件のパネルは、パネル設
置要請後に発出した先決的判断においてパネル設置要請に瑕疵があると
判断した点につき、申立国である米国に対して、パネル設置要請を再提
出することを示唆したことである（６４）。米国はパネル手続の停止を要請し
（約１ヶ月）、その間に新たなパネル設置要請を行って、DSBは別のパネ
ルの設置を承認したことである（６５）。このケースでは、形式的には２つの
異なるパネルが設置されたことになるが、DSU９．３条に従い、実質的に
は同一のパネルが審査を行った（事件番号も同一）。このように、新たな
パネル設置要請を形式的には採択し、実質的な修正を加えれば、付託事
項の変更もできることになり、上述のインド―特許事件での上級委員会
の立場とも整合的であろう。
このように、パネル設置要請において法的根拠を明示することに関し
ては、かなり厳格な判断がパネル・上級委員会によってなされてきたと
いえる。例示列挙も認められていないため（６６）、申立国には細心の注意が
必要になる。
> Panel Report, India -Patents（US）, supra note５８, ¶¶７.８―７.１４.
? Appellate Body Report, India -Patents（US）, supra note５８, ¶９６.
@ Id. ¶９２.
A Preliminary Ruling by the Panel, Canada - Wheat, supra note１５, ¶６５.
B Panel Report, Canada - Wheat, supra nota１５, ¶６.１１. ２つのパネル設置
要請は、WT／DS２７６／６とWT／DS２７６／９である。
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 一つの「条」に複数の義務が含まれている場合
次に、パネル設置要請が条文を記載していたとしても、それが「条
（article）」だけを示していて、「項（paragraph）」まで指定していない場
合、DSU６．２条の要件を満たすと言えるかという問題がある。韓国―乳
製品事件では、ECのパネル設置要請にはセーフガード協定４条が記載
されていたが、４条の１項に関する請求なのか、２項に関する請求なの
かが示されていなかったので、韓国はこの点が不十分だとの抗弁を提起
した。パネルは、EC―バナナ事件の上級委員会報告に依拠し、本件の
パネル設置要請はDSU６．２条の要件を満たすと判断した（６７）。この点につ
き上級委員会は、EC―バナナ事件で自らが示した判断基準は、協定の
「条」を列挙するだけで、常にDSU６．２条の要件が満たされるわけでは
なく、あくまで最低限の要請だとし、特に１つの「条」に異なる複数の
義務が含まれている場合には、不十分である可能性があると指摘し
た（６８）。上級委員会は、後に検討する防御権の侵害がなかったとの理由
で、結論としてはDSU６．２条の要件を満たすとしたが、単なる「条」の
列挙で十分かどうかはケースバイケースで判断すべきとの立場を示した
のである。
「項」までパネル設置要請に明記すべきかについて、タイ―鉄鋼事件
で上級委員会は、１つの基準を示した。本件で上級委員会は、AD協定
５条について、調査当局が遵守すべき「多様ではあるが密接に関連した
手続段階」を規定しているので、５条を明記すればDSU６．２条の要件を
満たすと判断した（６９）。また米国―ECからの特定品目事件で上級委員会
C パネル・上級委員会は、“among others”や“including, but not limited to”
という文言によって、明示されていない法的根拠を加えることはできない
としている。Panel Report, EC -Banana, supra note ４, ¶７.３０; Appellate
Body Report, India -Patents（US）, supra note ５８, ¶９０; Appellate Body
Report, EC -Fastener, supra note２, ¶５９７.
D Panel Report, Korea - Definitive Safeguard Measure on Imports of Cer-
tain Dairy Products, ¶¶７.４―７.７, WT／DS９８／R（Jun.２１,１９９９）［hereinafter
Korea -Dairy Safeguards］.
E Appellate Body Report, Korea -Dairy Safeguards, supra note ６７, ¶¶
１２０―２４.
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は、パネル設置要請がDSU２３条を法的根拠と明示していたところ、こ
れは２３条２項に関する請求の法的根拠の明示の仕方として適切かを検
討し、２３条１項と２項は、共にWTO加盟国が一方的措置をとってはな
らないという義務に関係しているため、相互に密接な関係（close rela-
tionship）があると指摘した。それゆえ、パネル設置要請にDSU２３条と記
載すれば、同２３条２項に関する請求は付託事項内だと上級委員会は結
論した（７０）。
しかし「密接な関係」という基準は、それほど明確にはなっていない。
例えば米国―ドイツ産鉄鋼事件では、パネル設置要請に補助金協定「２１
条（特に１項及び３項）」と記載されていたところ、２１条４項に関する請
求は付託事項外だと上級委員会は判断したが、４項が１項や３項と「密
接な関係」にあるか否かを全く検討していない（７１）。また、EC―パイプ
フィッティング事件では、パネル設置要請の中でAD協定の「６条、特
に、１項、２項、４項、６項、１０項及び１２項（ただしこれらに限らない）」
と列挙されていたが、９項と１３項に関する請求は付託事項に含まれない
とパネルは判示した（７２）。しかし６条は、AD調査における当局の手続的
義務を課す規定であり、タイ―鉄鋼事件で問題となったAD協定５条と
同様に、各項は「密接な関係」にあるとも考えられる。この点について
パネルは、各項は異なる主題に関する義務を課すものであり、仮に「相
互関連（inter-linked）」又は「依存（dependent）」関係にあるとしても、そ
F Appellate Body Report, Thailand - Anti -Dumping Duties on Angles,
Shapes and Sections of Iron or Non -Alloy Steel and H -Beams from Po-
land, ¶９３, WT／DS１２２／AB／R（Mar. １２, ２００１）［hereinafter Thailand -
Steel］.
 Appellate Body Report, United States - Import Measures on Certain
Products from the European Communities, ¶１１１, WT／DS１６５／AB／R
（Dec.１１,２００１）.
 Appellate Body Report, US -German Steel CVDs, ¶１７２. パネル設置要請
の該当部分は、WT／DS２１３／３, at３.
 Panel Report, European Communities - Anti -Dumping Duties on Malle-
able Cast Iron Tube or Pipe Fittings from Brazil , ¶７.１４, WT／DS２１９／R
（Mar.７,２００３）.
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れは決定的な要素ではないとした（７３）。AD協定５条と６条は、同程度に
詳細な手続的義務を課しているにもかかわらず、「項」まで指定しなけ
ればならないかについて、正反対の結論が導かれているのである。
このように、「密接な関係」基準には不確実性が残り、今後明らかに
される必要があるが、パネル設置要請の書きぶりも考慮されている。例
えば米国―アルゼンチン産OCTG事件では、パネル設置要請がAD協定
３条を法的根拠として明示していたが、「項」までは指定していなかっ
たことに関し、パネル設置要請全体を読めば、３条が複数の義務を含ん
でいるとしても、申立国の請求内容は十分明確であると判断された（７４）。
また日本―DRAM相殺関税事件では、相殺関税の調査手続に関し複数
の義務を規定する補助金協定１１条について、「項」を指定せず「条」だ
けをパネル設置要請に記載した請求に関しては、パネル設置要請全体を
読んでも、申立国が何を問題としたいのかが不明であるとして、DSU
６．２条の要件を満たさないとパネルは判断した（７５）。したがって、パネル
設置要請で「項」まで明示すべきか否かは、パネル設置要請における説
明が、DSU６．２条にいう「問題を明確に提示するために十分なもの」と
いえるかどうかにも依存していると言えよう。
 問題の明確な提示
上記の問題にも関連していたが、DSU６．２条は、申立ての法的根拠
が「問題を明確に提示するために十分なもの（sufficient to present the
problem clearly）」であることも要求している。これに関連して従来争わ
れてきたのは、パネル設置要請において明示された措置と明示された条
文とのつながりをどの程度説明すればよいかという点である。この点に
 Id.
 Panel Report, United States - Sunset Reviews of Anti -Dumping Meas-
ures on Oil Country Tubular Goods from Argentina, ¶¶７.４５―４７, WT／
DS２６８／R（Jul.１６,２００４）［hereinafter US -OCTG Sunset Review］.
	 Panel Report, Japan - Countervailing Duties on Dynamic Random Ac-
cess Memories from Korea, ¶７.２１, WT／DS３３６／R（Jul.１３,２００７）［hereinaf-
ter Japan -DRAMS CVDs］.
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関し、米国―アルゼンチン産OCTG事件で上級委員会は、パネル設置要
請は申立てられている措置と請求の根拠となっている協定の規定とを
「はっきりと（plainly）」結びつけなければならないと指摘し、本件のパ
ネル設置要請はこの基準を満たしていると判断した（７６）。またEC―通関
措置事件で上級委員会は、問題となる措置がどのように又はなぜ協定違
反になるのかに関する「簡潔な説明（explain succinctly）」をパネル設置
要請が含まなければならないとの立場も示した（７７）。
この基準に照らして、重要な判断がなされたのが、中国―原材料輸出
規制事件であった。このケースでは、いずれの申立国のパネル設置要請
も、「輸出割当」、「輸出税」、及び「その他の輸出制限」という３つのセ
クションから構成されており、「その他の輸出制限」のセクションには、
性質の異なる様々な法令が列挙されたうえで、GATT８条１項、同条
４項、１０条１項、同条３項、１１条１項、及び中国加入議定書及び作業
部会報告書の諸規定が法的根拠として明示されていたが、どの法令がど
のGATT又は加入議定書の規定に違反するかは説明されていなかっ
た（７８）。そのため中国は、このセクションは措置と協定条文とのつながり
を説明していないので、問題を明確にしていないとの先決的抗弁を提起
したが、上級委員会はこの抗弁を認め、本件のパネル設置要請は「問題
を明確にする」ものではないとしたのである（７９）。
たしかに問題となったパネル設置要請の部分では、３７の法令が列挙さ
れ、どの法令がどの協定条文に違反するのかが全く示されていなかった

 Appellate Body Report, US -OCTG Sunset Review, supra note７４, ¶¶
１６２―７１.
 Appellate Body Report, European Communities - Selected Customs
Matters, ¶１３０, WT／DS３１５／AB／R（Nov.１３,２００６）.
 Request for the Establishment of a Panel by the United States, WT／
DS３９４／７, at ６―９; Request for the Establishment of a Panel by the EC,
WT／DS３９５／７, at６―９; Request for the Establishment of a Panel by Mexico,
WT／DS３９８／６, at６―９.
 Appellate Body Reports, China - Measures Related to the Exportation of
Various Raw Materials , ¶¶２１８―３５, WT／DS３９４,３９５,３９８／AB／R（Jan. ３０,
２０１２）［hereinafter China -Exportation of Raw Materials］.
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が、他方で例えば、輸出割当が「一律の公平かつ合理的な方法で」実施
されていないなどの説明も付しており、GATT１０条３項に違反すると
の請求を行うことは十分に推測できるような内容ではあった（８０）。それに
もかかわらず上級委員会は、問題となった措置すべてについて付託事項
外だと判断したのである。このような上級委員会の厳格な姿勢は、その
WTO発足当初の立場からはかなり変化していると考えられる。例えば、
EC―バナナ事件のパネル設置要請は、GATT１条、２条、３条、１０条、
１１条、１３条、輸入ライセンス協定１条、３条、農業協定、GATS２条、
１６条、１７条、及びTRIMS協定２条を列挙しているが、ECの「バナナ・
レジーム（the regime and related measures）」が、各条文にどのように違
反するのかについては、何らの説明もなかった（８１）。しかし上級委員会
は、このパネル設置要請はDSU６．２条の要件を満たすとし、パネル設置
要請で特定される「請求（claims）」と、第一意見書以降のパネル手続の
中で展開される「主張（arguments）」とは違うことを強調したのである（８２）。
最近のパネル設置要請と初期のそれとを比較すると、ページ数が増
え、なぜある措置が協定違反なのかに関する説明が増えていることが明
らかであるが、これは「問題を明確にする」という観点からは望ましい
ことと言えよう。しかしこのことは同時に、EC―バナナ事件で上級委
員会が示した「請求」と「主張」の区別を曖昧にし、パネル設置要請に
おいて「請求」を超えた「主張」を展開するよう要求することになりか
ねない。したがって、パネル設置要請において求められる措置と協定条
文とのつながりの説明は、あくまで「簡潔な（succinctly）」もので足り
るとすべきであろう。
 Request for the Establishment of a Panel by the United States, WT／
DS３９４／７, at６; Request for the Establishment of a Panel by the EC, WT／
DS３９５／７, at６; Request for the Establishment of a Panel by Mexico, WT／
DS３９８／６, at６.
 Request for the Establishment of a Panel, WT／DS２７／６, at１―２.
 Appellate Body Report, EC -Banana, supra note４, ¶１４１.
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４．防御権の侵害
 DSU６．２条に関する先決的抗弁が認められるためには、被申立国の
防御権の侵害が必要だとするケース
これまで見てきたように、DSU６．２条が明文上規定する要件は、特定
の措置と法的根拠の明示であるが、先決的抗弁が認められるためには、
それに加えて被申立国の防御権の侵害が必要だとする解釈が、上級委員
会から示された。まず、EC―コンピューター製品事件で上級委員会は、
米国のパネル設置要請が「LAN製品」という曖昧な用語を用いていた
ことでデュープロセス上の権利が侵害されたとのECの主張に対し、用
語に曖昧さがあっても、パネル手続におけるECの防御権（rights of de-
fence）は侵害されていないので、デュープロセスは確保されていると述
べた（８３）。上級委員会は、防御権の侵害がなければDSU６．２条の要件が満
たされていると言えるのかについて明確ではないが、結論としては米国
のパネル設置要請はDSU６．２条の要件を満たしていると判断した（８４）。続
いて韓国―乳製品事件では、より明確な考え方が上級委員会によって示
された。この事件で上級委員会は、上記３で検討したように、ECの
パネル設置要請がセーフガード協定の「条」を単に列挙していたことが
「法的根拠の明示」に該当するかどうかを審査したが、その際には「被
申立国の防御能力が害されたかどうか（whether the ability of the respon-
dent to defend itself was prejudiced）」を考慮に入れるとした（８５）。その上
で上級委員会は、ECのパネル設置要請はより詳細なものであるべきで
はあったが、韓国は自らの防御権が侵害されたことを具体的に立証でき
なかったので、パネル設置要請がDSU６．２条の要件に合致していないと
の抗弁は認められないと結論した（８６）。
このような審査基準は、タイ―鉄鋼事件の上級委員会も採用した。
 Appellate Body Report, EC -Computer Equipment, supra note３６, ¶７０.
 Id. ¶７３.
 Appellate Body Report, Korea -Dairy Safeguards, supra note６７, ¶１２７.
 Id. ¶１３１.
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ポーランドのパネル設置要請が、AD協定２条と３条の請求に関しては
不十分だとのタイの抗弁に対して上級委員会は、ポーランドが第一意見
書の中で当該請求について明確にしたので、タイがそれ以上の明確化を
必要としていたとは言えないので、タイが何ら侵害を受けていないこと
を強く示唆するとし、ポーランドのパネル設置要請はDSU６．２条の要件
を満たしていると判断した（８７）。さらに米国―ドイツ産表面処理鋼板事件
において上級委員会は、上記の自らの判断を整理し、パネル設置要請の
瑕疵は申立国の意見書によって治癒されることはないが、被申立国の防
御権が侵害されたかを審査する場合には、特に申立国の第一意見書考慮
することができるとした（８８）。その上で、ECの第一意見書で展開された
主張に鑑みれば、米国の防御権の侵害はなかったと考えられるとし
た（８９）。
このように、１９９８年から２００２年にかけて、DSU６．２条の要件の充足性
判断においては、被申立国の防御権が侵害されたかどうかを、申立国の
第一意見書などを考慮に入れて決定するとの枠組が、上級委員会によっ
て確立されたと言える。そして、この判断枠組は、タイ―鉄鋼事件（９０）、
メキシコ―HFCS事件（９１）、韓国―牛肉事件（９２）、米国―ラム肉事件（９３）、豪
州―リンゴ事件（９４）、EC―IT製品事件（９５）、EC―ファスナー事件（９６）、及び
 Appellate Body Report, Thailand -Steel, supra note６９, ¶¶９５―９６.
 Appellate Body Report, US -German Steel CVDs, supra note２３, ¶１２７.
 Id. ¶１３３.
 Panel Report, Thailand -Steel, supra note６９, ¶¶７.１４,７.２４,７.２９―３１.
 Panel Report, Mexico - HFCS, supra note４５, ¶¶７.１６―１８.
 Panel Report, Korea - Measures Affecting Imports of Fresh, Chilled and
Frozen Beef, ¶¶７９８,８１６, WT／DS１６１,１６９／R（Jul.３１,２０００）.
 Panel Report, United States - Safeguard Measures on Imports of Fresh,
Chilled or Frozen Lamb Meat from New Zealand and Australia , ¶¶５.４８―
５２, WT／DS１７７,１７８／R（Dec.２１,２００１）.
 Preliminary Ruling by the Panel, Australia - Measures Affecting the Im-
portation of Apples from New Zealand, ¶１１, WT／DS３６７／７.
 Panel Report, EC -IT Products, supra note３１, ¶¶７.２１７―１８.
 Panel Report, EC -Fastener, supra note２, ¶７.１５.
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中国―原材料輸出規制事件（９７）のパネルにおいても踏襲された。
 DSU６．２条に関する先決的抗弁が認められるためには、被申立国の
防御権の侵害は必要ないとするケース
他方で、近年の事件のパネルには、DSU６．２条に関する先決的抗弁が
認められるためには、被申立国の防御権の侵害は必要ないと明確に述べ
るものがある。例えば日本―DRAM相殺関税事件のパネルは、DSU６．２
条の要件が満たされているかどうかは、パネル設置要請の文言のみに
よって判断されるべきであり、パネル手続の中で防御権の侵害があった
かどうかを検討することは、後からパネル設置要請の不明確さを訂正す
ることを認めることになり、デュープロセスの目的に合致しないとし
た（９８）。また米国―継続ゼロイング事件のパネルも、DSUには防御権の
侵害に関する規定はないこと、及び、韓国―乳製品事件で上級委員会が
示した判断枠組は、そのケースに特有の事情に基づくもので一般的に適
用されるものではないことから、DSU６．２条の要件の充足性判断におい
て、被申立国が防御権の侵害を立証する必要はないとの考え方を示し
た（９９）。さらに米国―AD税／相殺関税事件のパネルも、DSU６．２条との
整合性は、パネル設置要請自体によって判断されるべきで、パネル手続
の中で被申立国の防御権が侵害されたかどうかは無関係だとした（１００）。
上記の３つのパネルは、上級委員会が一度は確立したと思われる判断
枠組を正面から否定するものであった。これらのパネル判断とはやや異
なり、この判断枠組を否定はしないものの、防御権の侵害の有無を全く
検討せずに先決的抗弁を認容するケースは少なくない。EC―ベッドリ
ネン事件と米国―ラインパイプ事件では、パネル設置要請に法的根拠が
 First Phase of Preliminary Ruling, China -Exportation of Raw Materials,
supra note７９, ¶２７.
 Panel Report, Japan -DRAMS CVDs, supra note７５, ¶７.９.
! Panel Report, US -Continued Zeroing, supra note１２, ¶¶７.６３―６７.
１００ Panel Report, United States - Definitive Anti -Dumping and Countervail-
ing Duties on Certain Products from China, ¶１０.１５９, WT／DS３７９／R（Oct.
２２,２０１０）.
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何ら示されていない場合には、そもそも防御権の侵害の有無は問題とな
らないとした上で、パネル設置要請はDSU６．２条の要件が満たしていな
いと、パネルは判断した（１０１）。また、カナダ―航空機事件と米国―ベ
トナム産エビ事件においても、法的根拠又は請求が全くパネル設置要請
に記載されていなかった点に関しては、防御権の侵害を検討せずに、パ
ネルは抗弁を認容している（１０２）。 米国―ドイツ産表面処理鋼板事件では、
上述のように上級委員会は防御権侵害に関する判断枠組を示したが、法
的根拠が示されていない請求に関しては、防御権侵害の有無を検討せず
に、抗弁を認容している（１０３）。
このように、DSU６．２条の要件充足性を判断するにあたって、防御権
侵害の有無は常に考慮されているわけではない。さらに最近では、上級
委員会は、パネル設置要請がDSU６．２条に合致しているかどうかを判断
する際に、申立国の第一意見書などを参照することを否定するように
なった。EC―ファスナー事件において上級委員会は、申立国の第一意
見書を参照してパネル設置要請の意味を明確化することが可能な場合も
あるかもしれないが、本件においては、申立国である中国の意見書を参
照して、AD協定６．２条と６．４条に関する請求を付託事項に含めることは
できないとした（１０４）。また中国―原材料輸出規制事件では、パネルが、
産品の特定に関する抗弁については中国の防御権が侵害されたかどうか
申立国の第一意見書を待ってから判断することが適切だとしたのに対
し（１０５）、上級委員会は、申立国の第一意見書に対する被申立国の反応は
１０１ Panel Report, EC -Bed Linen, supra note ５１, ¶６.１６; Panel Report,
United States - Definitive Safeguard Measures on Imports of Circular
Welded Carbon Quality Line Pipe from Korea, ¶７.１２４, WT／DS２０２／R
（Oct.２９,２００１）. なおEC―ベッドリネン事件のパネルは、別の請求に関して
は、防御権の侵害の有無を検討した（Panel Report, EC -Bed Linen, supra
note５１, ¶¶６.２６―２９）。
１０２ Panel Report, Canada -Aircraft（II）, supra note ５２, ¶¶７.４５―４９; US -
Shrimp（Viet Nam）, supra note１０, ¶４.２３０.
１０３ Appellate Body Report, US -German Steel CVDs, supra note２３, ¶１７４.
１０４ Appellate Body Report, EC -Fastener, supra note２, ¶¶５９８―９９.
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DSU６．２条の要件充足性判断には関係がないとして、パネルを批判し
た（１０６）。上級委員会によれば、中国が防御権を行使できたとしても、そ
れはパネル設置要請がDSU６．２条の要件を満たしていることを意味しな
いとしたのである（１０７）。
 防御権侵害の有無を検討すべきか
以上検討してきたように、米国―ドイツ産表面処理鋼板事件までに上
級委員会が築いてきた防御権侵害の判断枠組は、近年では揺らいでいる
ことが判る。特に、中国―原材料輸出規制事件では、パネルが従来の上
級委員会の判断枠組に忠実に従ったのに対し、上級委員会自らがそれを
批判するという、奇妙な結果となった。こうした事態になっているの
は、防御権侵害の判断枠組が内包する矛盾に原因があると考えられる。
というのは、従来上級委員会は、パネル設置要請の瑕疵は第一意見書な
どによって事後的に治癒されないとしながら、パネル設置要請の不備に
よって被申立国の防御権が侵害されたかどうかは第一意見書などを考慮
して事後的に判断するとしていたからである。つまり防御権侵害の有無
は、パネル手続が開始され第一意見書提出されてからしか判断できない
事後的なものであり、それにもかかわらずパネル設置要請の事後的な治
癒はできず第一意見書の提出を待つことができないのであれば、防御権
侵害の判断枠組自体が維持できない。パネル設置要請の瑕疵は事後的に
治癒できないとの前提と、防御権侵害の判断枠組とは、本来的に相容れ
ないものと言えよう。
したがって、中国―原材料輸出規制事件での上級委員会の判断を見る
限り、上級委員会は、防御権侵害の判断枠組を否定するという「判例変
更」を示唆しているようにも思われる。パネルの付託事項をパネル設置
時に確定するというDSU６．２条の趣旨からすれば、防御権侵害を事後的
１０５ First Phase of Preliminary Ruling, China -Exportation of Raw Materials,
supra note７９, ¶２７.
１０６ Appellate Body Report, China -Exportation of Raw Materials, supra
note７９, ¶２３３.
１０７ Id.
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に考慮せず、パネル設置要請の文言だけをみて判断することは妥当であ
ると言えよう。また、被申立国の防御権を確保するために手続的な配慮
がなされ、パネル手続が延びてしまうことは、紛争の迅速な処理の観点
からも、望ましいとは言えない。他方で、防御権の侵害を考慮しない
と、先決的抗弁が認容されやすくなる効果があることも認識しておく必
要がある。実際に、防御権侵害を認めて先決的抗弁を認容したケース
は、タイ―鉄鋼事件しかない（１０８）。先決的抗弁が認容された請求につい
て、パネル・上級委員会が何らの実体的判断もしないことは、紛争の効
果的解決の観点からは望ましくなく、申立国は、パネル設置要請の起草
に際して十分な注意を払う必要がある。上級委員会が今後、防御権侵害
の判断枠組についてどのような立場を示すのか注目される。
５．協議要請に明示されなかった措置又は法的根拠
最後に、パネル設置要請自体の問題ではないが、協議要請において明
示されなかった措置又は法的根拠がパネル設置要請に含まれていた場
合、それに関する請求が付託事項に含まれるか否かが問題となったケー
スを検討しておきたい。DSU４条４項は、「協議の要請は……問題と
なっている措置及び申立ての法的根拠を示すものとする」と定めている
ため、協議要請にも、請求対象となる措置とその法的根拠が記載される
ことになるが、協議の結果、パネル設置要請に記載する措置と法的根拠
が、協議要請時と異なることとなった場合が問題となる。
まず、協議要請に明示されなかった措置に関しては、ブラジル―航空
機事件で上級委員会は、DSU４条と６条は、協議の対象となった措置
とパネル設置要請で明示された措置とが完全に一致することは求めてい
ないとし、本件のパネル設置要請で示された補助金は協議要請で示され
た補助金とその本質が変わらないため、付託事項に含まれるとした（１０９）。
１０８ Panel Report, Thailand -Steel, supra note６９, ¶¶７.２９―３１
１０９ Appellate Body Report, Brazil - Export Financing Programme for Air-
craft , ¶３７, WT／DS４６／AB／R（Aug.２,１９９９）.
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同様の判断は、米国―綿花事件でも上級委員会は示し、申立国が紛争の
範囲を拡大しない限り、協議要請とパネル設置要請との厳格な一致は要
求しないとした（１１０）。
また、法的根拠に関しては、メキシコ―コメに対するAD措置事件で
上級委員会は、上述の措置の場合と同じ論理が当てはまるとした。上級
委員会によれば、協議の結果得られた情報に基づいて申立国が法的根拠
を修正することは、協議プロセスの自然な成り行きであって、パネル設
置要請で示される法的根拠を協議要請で示された法的根拠の枠内に限定
することは、協議前置主義の趣旨を無視することになる。よって、法的
根拠に関し協議要請とパネル設置要請が完全に一致する必要はなく、前
者から後者が「発展した（evolved）」ものであり、申立ての本質を変更
しないのであれば法的根拠の追加は許容されるとした（１１１）。
このように、措置についても法的根拠についても、パネル設置要請に
おける一定の追加は認められるが、これは妥当であろう。上級委員会が
指摘するように、申立国は協議に際して様々な質問を被申立国に対して
行い、どのような措置がとられているのか、あるいは被申立国がどのよ
うな法的見解を持っているのかを確認した上でパネル設置要請を行うた
め、協議で得られた情報によっては、問題とする措置や申立ての根拠を
協議要請時からは変更する必要が生じる可能性がある。したがって、同
じ紛争であるという前提が崩れない限りは、協議要請とパネル設置要請
との相違は許容されるべきであろう（１１２）。
１１０ Appellate Body Report, United States - Subsidies on Upland Cotton, ¶
２９３, WT／DS２６７／AB／R（Mar.３,２００５）［hereinafter US -Upland Cotton］.
１１１ Appellate Body Report, Mexico - Definitive Anti -Dumping Measures on
Beef and Rice , ¶１３８, WT／DS２９５／AB／R（Nov.２９,２００５）.
１１２ なお、協議要請とパネル設置要請とが一致しているかどうかの検討は、
協議の秘密性から、協議で実際に何が議論されたかを考慮に入れずに行わ
れるべきだと上級委員会はしている。Appellate Body Report, US -Upland
Cotton, supra note１１０, ¶２８７. Panel Report, EC -Fastener, supra note２,
¶¶７.２４―２６も同趣旨である。
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６．おわりに
以上検討してきたように、DSU６．２条の要件充足性に関しては、かな
り厳格な判断がなされてきており、先決的抗弁が認容されるケースも多
い（１１３）。その背景には、WTO紛争解決手続が、手続の迅速性を重視して
おり、その実現のためには付託事項を手続の初期段階で確定する必要が
あることが挙げられる。もし、紛争解決に時間をかけてよいのであれ
ば、付託事項を拡大することは許容されるであろうが、それはDSU３．３
条の趣旨には合致しないと考えられる。他方で、WTO発足当初から時
系列的にパネル・上級委員会の判断を分析すると、パネル設置要請に求
められる詳細さと明確さは、明らかに高い水準のものへと変化してい
る。こうした判断基準の厳格化について、申立国と被申立国のデュープ
ロセス上の権利を考慮したときに、どのように考えればよいだろうか。
まず、曖昧なパネル設置要請を許容すれば、被申立国にとっては請求
内容が不明確で、申立国の第一意見書が提出されるまで反論を準備する
機会が損なわれるため、不利に働く。それゆえ、申立国が、パネル設置
要請の段階で明確にできたはずの措置や法的根拠が明示されていない場
合は、被申立国の先決的抗弁を認めてよいであろう。申立国が訴訟戦術
として敢えてパネル設置要請を曖昧にすることや、申立国のミスで措置
や法的根拠が明示されていなかったような場合に、パネル設置要請の
DSU６．２条の要件充足性を認める必要はないと考えられる。
しかし、申立国に帰責性のない事項については、パネル設置要請を柔
軟に解釈すべきであろう。例えば、上記２で検討したような、パネル
１１３ 国際司法裁判所規則３８条２項は、「請求には、裁判所の管轄権の基礎とさ
れるべき法的根拠をできる限り記載する。請求には、また、請求の性質を
正確に記載し、その基礎となる事実および理由を簡潔に記載する」と定め
ており、DSU６．２条とほぼ同じ規定になっているが、国際司法裁判所では、
請求（application）の事後的修正を比較的容易に認めるため先決的抗弁は認
容されていない。この点につき、Christian Tomuschat, Article３６, in THE
STATUTE OF THE INTERNATIONAL COURT OF JUSTICE６３３,６５０（Zimmermann
et al. eds.,２nd ed.２０１２）.
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設置要請後の新しい法令については、被申立国がパネルの判断を回避す
るために抜け道として利用されること（ムービング・ターゲット）は望ま
しくなく、申立国が新たに別のパネル設置要請を行わなければならない
とすれば、紛争の迅速で効果的な解決につながらない。パネル設置要請
に明記された措置と「本質が変わらない」措置であれば、柔軟に付託事
項に含めることが、申立国と被申立国との間の権利バランスを確保する
ことになると考えられる。
また、WTO紛争解決手続における先決的抗弁に関しては、現在では
何ら規定がなく、手続を整備することも必要であろう。EC―バナナ事
件で上級委員会は、パネルの標準的検討手続の中に、先決的判断に関す
る詳細な規定があることが望ましいと、すでに指摘していた（１１４）。DSB
においても、近年の先決的判断の実行について、統一性の欠如に関する
懸念が提起されており、今後さらに議論を深めることが不可欠であ
る（１１５）。
１１４ Appellate Body Report, EC -Banana, supra note４, ¶１４４.
１１５ ２０１３年１月２８日のDSB会合において、ブラジルが懸念を表明したことに
対して、カナダなどが同調した。http:／／www.wto.org／english／news_e／
news１３_e／dsb_２８jan１３_e.htm
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